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	カナダの四地区でフッ素
化中止

推進してきた教授が姿勢変える




カナダのフッ素化が中止に向かっています。
今年２月と４月に、ケベック市（ケベック州）とドライデン、ソロルド、ウェランドなど（オンタリオ州）は、相次いでフッ素化を中止しました。ドライデンでは、1,902対292の圧倒的大差でフッ素化の再開が否決されました。
国際フッ素研究学会が、この８月にカナダのトロント大学で開催されます。学会は２年ごとに開催されるのですが、昨年の中国北京での開催につづいて今年も開かれます。カナダでのフッ素化をめぐる動きと関係しているのでしょうか。（2010年にはインドで開催予定）
カナダの水道水フッ素化推進から中止への転換は、トロント大学予防歯科のハーデイ・ライムバック教授（カナダ歯科医学会会長）の役割が大きいと推測されます。ライムバック教授はかってカナダでのフッ素推進派の総師でした。歯科医師会・行政は、教授の主張を論拠としてフッ素化を進めたのです。

しかし、カルガリー市（1988年、第15回冬季オリンピック開催地）での大規模な反対運動やインターネットの普及は、隠されていたフッ素のリスク情報を次々と明るみに出しました。これらの事実が影響したのでしょうか。
ライムバック教授は、「1999年4月以来、私は一般社会に対して、むし歯予防のためのフッ素、特にフッ化珪酸を水道に添加する事の反対を呼びかけることにした」と、姿勢を180度転換したのです。

教授の苦渋の選択、真摯な自己批判。「トロント大学の学生と同僚教官の前に講演を行い、歯科学の研究者として当然検討すべきフッ素の毒性に関する情報を一切無視して推進を続けてきた不明を謝罪した」のです。（フッ素研究No.19, 2000年、村上徹訳）
アメリカでも、2007年以降一年間に11の市町村がフッ素化を廃止しました。フッ素化の是非投票は、３分の２が反対する事態がつづいています。ニュージーランドのワイタンギ（07.10）、イギリスのヨークシャー州ロザーラム（07.6）で中止されています。
	全米腎臓病財団がフッ素
推進団体から降りる声明

腎疾患にとって有害認める




　全米腎臓病財団（ＮＫＦ）は、むし歯予防に水道水フッ素化が公衆衛生的な利益があると認める団体への連名をやめるとの声明を出しました。また透析患者にフッ素の危険を周知させる声明も出したのです。（声明の翻訳文は後日）
　この動きは、2006年のＮＲＣ（全米研究評議会）報告書を無視できなかった同財団が、1981年以来の方針（水道水フッ素添加の支持）を転換したこと。また、「フッ素の健康上」と「慢性腎臓病におけるフッ素の危険性」を根拠に、フッ素曝露の潜在的な危険（フッ素の過剰摂取）が患者に通告されるべきであるとの声明を出したこと。子どもたちの過剰摂取は「練り歯磨きは約1,000ppm（1,000～1,500ppm）のフッ素を含み、６歳未満の子どものように嚥下（飲み下し）反射のできない子どもたちの重要なフッ素曝露源となっている」とも指摘しています。
　フッ素化の利益を支持するアメリカ国内の多数の団体は、1960年代以降に公衆衛生局の「ヒモつき」助成金等で誘導されたのです。同財団も支持団体に連名してきました。しかし、フッ素は腎疾患者にとって致命的な一つです。腎臓病患者の利益とフッ素のリスクからすれば、連名からの離脱は当然の帰結です。

　次の団体は、フッ素化に賛成したことがない団体です。アメリカがん学会、同心臓学会、同精神医学会、同化学学会、全米小児マヒ財団、アメリカ水道事業協会など。次の団体は、フッ素化支持から手を引きました。アメリカアレルギー免疫学会、同糖尿病協会、毒物学会、慢性疲労症候群活動ネットワークなどです。
日本ではどうでしょうか。2003年1月の厚生労働省ガイドラインでは、フッ素洗口は「腎疾患の人にも、う蝕予防として奨められる方法である」としています。その安全性の根拠は、「水道水フッ化物添加（Fluoridation）地域のデータを基にした疫学調査等によって」いるというのです。フッ素洗口の安全性は確かめられていないことになります。
	今､水道水フッ素化は終わ
らせなければならない
55ヵ国：1,746人専門家が声明に署名



声明は、2006年３月に出されたＮＲＣ（全米研究評議会）報告書の公表を受けて、一日も早くフッ素化を終わりにするよう求めています。署名は、2007年８月９日に開始されました。６月24日現在、世界の専門家が水道水フッ素化の中止を求めて1,746人が署名しました。252人の博士、227人の歯科医師、222人の医師、49人の弁護士、28人の薬学博士等です。

　日本からは、12人の医師、歯科医師、大学教授らが署名に参加しています。ＮＲＣ報告の抄訳は、フッ素研究No.26（2007.10）に掲載されています。

	西欧諸国がフッ素化をし
ない理由

「水道水に薬物は不要」など




　日本のフッ素推進派は、水道水フッ素化が世界の常識だと主張します。また「ＷＨＯをはじめ世界の保健専門機関は、骨折、がん、脳、内分泌器官などへの影響懸念から提起されてきたリスクと水道水フロデリーション（フッ素添加）との関連性はみられないという見解で合意している」としています。
　世界のフッ素添加された給水人口は、アメリカ１億７千万人で50％前後を占めています。ブラジル、コロンビア、マレーシア、オーストラリア、カナダ、イギリスを含む７ヵ国でフッ素添加水給水人口は90％以上となるでしょう。世界の人口は60億、フッ素添加水給水人口3.5億人としても、実施率は5.8％でしかありません。推進派の「常識」は、西欧では非常識なのです。

飲料水のフッ化物添加国は、西欧26ヵ国中３ヵ国（アイルランド188万人・給水率50％、スペイン20万人・給水率0.5％、イギリス589万人・給水率10％）でしかありません。
　西欧各国は、以下の理由でフッ化物添加に反対しました。
☆ドイツ：一般に、ドイツでは、飲料水のフッ化物添加が禁じられています。理由は、フッ素添加は薬物療法であり、問題が多すぎるからです。
☆フランス：飲料水処理のための化学物質にフッ化物は含まれていません。これは倫理的で医学の問題のためです。
☆ベルギー：フッ化物添加は、ベルギーでは一度も役に立ったことがなく、将来も決してないでしょう。主な理由は、薬物による治療を人々に提供するのが、職務でないというのが飲料水供給部門の基本的立場です。
☆ルクセンブルグ：フッ化物は公営水道に一度も加えられたことはありません。薬物によるフッ素添加治療では、適切な量を決められないからです。
☆スウェーデン：飲料水フッ化物添加は、スウェーデンでは許容されていません。

☆デンマーク：わが国では、毒性のフッ化物が公営の水道に一度も加えられたことがありません。

☆ノルウェー：およそ20年前にかなり激しい議論がありました。結論は、飲料水にフッ素を添加するべきでないということでした。

☆オランダ：1973年６月の最高裁でフッ化物添加のための法的根拠がないと採決しました。
☆フィンランド：私たちは、飲料水のフッ化物添加を支持いたしません。推薦もしません。1959～92年まで東フィンランド８万人（全人口の1.6％）で実施されましたが、地元住民の反対で終わりました。飲料水への個人の権利と、強制食餌を施すことへの批判でした。
☆北アイルランド：フッ素添加は一度もしたことがありません。（2005年まで２つの小さな地区を除いて。）
☆オーストリア：毒性のフッ化物は、オーストリアの公営の上水道に一度も加えられたことはありません。
☆チェコ共和国：1993年以来、公営の上水道で飲料水にフッ化物は扱われていません。・不経済である。・異物による環境への負荷（uneco
logical）。・非倫理的（無理やりの薬物治療）。・毒物学の観点から。
☆スイス：スイスで唯一フッ素化されていたバーゼルは、2003年4月市議会の投票で73対23の大差でフッ化物プログラムを中止決定しました。

○スコットランド（英国）：何ヵ月もの審議の末、2004年11月国の水道水にフッ化物添加する計画を拒絶しました。
（「http://www.fluoridealert.org/govt-statements.htm」からの要旨　原文タイトル：Statements from European Health, Water, & Environment Authorities on Water Fluoridation　2007年５月：Journal Community Dentistry & Oral Epidemiologyに掲載）

付記：フッ素添加を拒絶した国はほかにアイスランド、イタリア、ポルトガルがあります。アメリカの疾病対策センター（ＣＤＣ）は、水道水へのフッ化物添加でむし歯が減ったといいますが、ＷＨＯの広範な資料によれば、西欧のフッ素化されていない国々のむし歯の減少は、アメリカよりもっと低いむし歯のレベルなのです。従って、西欧の証拠によれば、水道水フッ化物添加は不要な手段でしかありません（ＦＡＮのホームページより）。
	推進議員がフッ素洗口の
実施を迫る

大分県宇佐市議会




　フッ素推進派の常套手段の一つは、議員を使ってフッ素推進質問を行わせ、行政に実施圧力を加えます。議会に先立って、地域や県の歯科医師会が「市民公開講座－フッ素でむし歯ゼロをめざせ－」などを開催します。次にむし歯本数（ＤＭＦＴ）が多いことを理由に、教育現場に集団フッ素洗口を迫るという手法です。
　３月７日大分県宇佐市議会でも次のような議論がなされました。（要約）

松永議員の質問：歯科医師会は、治療のほうが収入が上がるのに、「治療より予防だと」子どもたちの健やかな成長を願っている。宇佐市の場合、３歳半の子どもの本数は1.3本、12歳になると2.8本で全国ワーストツウーだ。フッ素洗口を実施している新潟県では0.99本。やはりフッ素洗口を行うことで子育て支援、医療費抑制につながるのではなかろうか。
辛島教育長の答弁：本市の多くの小学校では、給食後の歯磨きの実施、健康な歯の大切さの指導、歯磨きの習慣化を図っている。フッ化物洗口は調査研究が必要と考えている。

　　県歯科医師会のデータを分析すると、これまでのむし歯予防、食生活等の指導だけでは、むし歯が減っていないことを認識させられる。

松永議員の質問：厚生労働省は平成15年１月に、健康局長名で、フッ素洗口のガイドラインについての通知をだしたことはご存知か。

健康課長の答弁：はっきりしたものは、私は確認していない。導入には、いい面もあるので、検討してみたいというふうに思っている。
松永議員の質問：ぜひ実施に向けて。大分県の場合は何が邪魔をしているのか知らないけれども、ほかの県ではやっているのに、大分県ではゼロである。いい方向に導いてもらいたい。　
	京都市全小学校で集団フ
ッ素洗口を開始

市長の権力的トップダウンで




　京都市では、今年の３月から集団フッ素洗口が全小学校（180校）に導入されました。政令指定都市としては、はじめての強行実施であり、全国への波及が憂慮されます。

　洗口実施の経緯は、現京都市長門川大作が京
都府の教育長であったこと。彼は、「京都市では昭和43（1968）年より学童のむし歯治療の公費負担を行っているが、治療費の負担が大きいので、平成５（1993）年よりフッ素洗口を取り上げたが、一向に実施校が増えない。（むし歯予防効果は出ているのに。）そこで、平成17（2005）年から３年かけて市内全小学校での実施を計画し、今日に至った」（日Ｆ会議）と、推進派の主張を鵜呑みにしているのです。

　結局、市長のトップダウンによる（事実上の権力的）強制が、医科学的事実や子どもの人権を無視して現場を従わせたということです。歯科医師会らは、医科学的事実より権力との癒着でフッ素応用拡大を図っているのです。

